
健康経営推進研修会 

令和元年12月6日（金） 
於：わくわく新庄 



＜本日のテーマ＞ 
 
１. 健康経営とは 
  

２．健康診断実施率向上に向けて 
  

３．特定保健指導の必要性 
  

４．健診結果から見る職場の健康課題 
  

５．健康経営優良法人の認定に向けて 
  

６．会社の組織づくりの方法 

1 



１．健康経営とは 

 健康経営とは、従業員の健康を重要な経営資源と捉え、健康増進に
積極的に取り組む企業経営スタイルのことを指します。 
 
 少子高齢化が進み、従業員の安定的な確保が課題となっている中、従
業員が健康で長く働き続けることができる職場環境を作ることは、従業員
の生産性向上につながり、社内外からの評価も得られることから、企業の
発展が期待されます。 
 

社員の健康 重要な経営資源 ＝ 

個人単位の 
健康管理 

会社単位の 
健康管理 
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健康経営に取り組むメリット 

短期的メリット 長期的メリット 

イメージアップ 
⇒ リクルート効果 

健康維持・増進 
⇒ 生産性の向上 

リクルートの画像 

出典：経済産業省HPより 
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健康経営が求められている背景 

 特に中小企業では人材採用難という問題もあり、「従業員にいかに健康で長く働いて
もらえるか」が企業の成長のカギを握っているともいえます。 

 
 よって、中小企業ほど、「いかに一度採用した人材をより長く定着させるか」を真剣に

考えなければなりません。 
 

他社との“差別化”として健康経営を導入している企業が増えています 

1 生産年齢人口の減少 

2 人手不足問題 

3 従業員の高齢化 

4 メンタルヘルス不調者の増加 

4 



12.1 11.3 10.9 10.7 10.5 10.4 10.4 

55.7 
52.7 

49.3 
47.2 47.7 47.4 47 

32.2 
36 

39.9 
42.1 41.8 42.2 42.6 

0

10

20

30

40

50

60

70

2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045

0～14歳 15～64歳 65歳～ 

最上地域の将来推計人口（新庄・金山） 

36,894  
34,696  

32,394  
30,116  

27,797  
25,416  

23,018  

0

10,000

20,000

30,000

40,000

2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045

総人口（新庄市） 

5,829  

5,293  

4,814  

4,373  
3,960  

3,549  
3,144  

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045

総人口（金山町） 

2045年には新庄市の人口は現在の62.4％まで減少する見込みです。 
また、金山町の人口は現在の半数程度になる見込みです。 
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13,876人減 
現在の62.4％に 

2,685人減 
現在の53.9％に 

参考：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成30年推計）」 
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2045年には最上町・舟形町共に人口が半数以上減少する見込みです。 
また、65歳以上人口が生産年齢人口を大きく上回る見込みです。 
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最上地域の将来推計人口（最上・舟形） 

4,788人減 
現在の46.2％に 

2,832人減 
現在の49.7％に 

参考：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成30年推計）」 
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現在の40.3％に 

1,877人減 
現在の45.0％に 

参考：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成30年推計）」 
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2045年には真室川町・大蔵村共に人口が半数以上減少する見込みです。 
また、65歳以上人口が生産年齢人口を大きく上回る見込みです。 
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2,555人減 
現在の40.8％に 

2,661人減 
現在の44.2％に 

参考：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成30年推計）」 
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2045年には鮭川村・戸沢村共に人口が半数以上減少する見込みです。 
また、65歳以上人口が生産年齢人口を大きく上回る見込みです。 



多くの中小企業が今後直面するであろう課題 

働き手がどんどん減少する中で、本当にこのまま 
“今の体制を維持”することができますか？ 

新規従業員の 
確保が困難 

従業員の高齢化による 
有病率の上昇 

働き手の減少 

現在の事業規模の継続が困難 
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 協会けんぽが展開している「やまがた健康企業宣言」では、以下の内容を
実施することで健康経営の推進を目指しています。 

① • 健康診断の実施 

② • 特定保健指導の実施 

社員に対し「健康診断」を実施していただきます。 

健診の結果、協会けんぽからメタボリックシンドロームに着目した「特定保健指導」 
対象者の通知があった場合は、積極的に特定保健指導を利用します。 

③ • 検査・治療の促し 

④ • 健康づくりの推進 

健診の結果等から、再検査や治療の必要があった場合は、 
医療機関を受診するように勧めます。 

会社の実態に合わせた様々な健康づくりのための取組みを推進します。 
ラジオ体操の実施や分煙の実施など、健康づくりに向けた取組みを行います。 

 やまがた健康企業宣言で以下の項目に取組んでみましょう！ 
協会けんぽから補助が出
る生活習慣病予防健診
を是非ご利用ください！ 

たとえば・・・ 
●事業者健診の結果に基づく事後 
 措置を行う 
●期限を決めて受診勧奨を行う など 

まずは出来ることから 
チャレンジ！ 

健康経営の導入で早期に対策を 

10 



 労働安全衛生法では、「事業者は、労働安全衛生法第６６条に基づき、従業員に対し
て、医師による健康診断を実施しなければならない」とされております。 
 また、従業員は、同条第５項の規定により、「事業者が行う健康診断を受けなければなら
ない」とされています。 

事業者・従業員双方に実施が義務づけられています 

事業者 
 

健診を実施する義務 
（労働安全衛生法第66条） 

従業員 
 

健診を受診する義務 
（労働安全衛生法第66条第5項） 

２．健康診断実施率の向上に向けて 

 健康診断を100％しっかり受診している企業と、そうではない企業の違いは何故生まれる
のでしょう。健康診断の実施率向上に向けては、その根拠となる労働安全衛生法を確認す
る必要があります。 
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事業者 
 

健診を実施する義務 
（労働安全衛生法第66条） 

  健康診断の受診に関して、企業側と従業員側のそれぞれの立場から、実施の必要性 
   について確認しましょう。 

何故事業者は健康診断を 
実施しなければならない？ 

 事業者は健康診断を実施する義務がある他、健康診断の結果に基づき、「従業員の健康
状態」と「業務との関連性」に着目して、従業員が安全で健康に働けるように配慮する必要が 
あります。 
 これを事業者としての“安全配慮義務”といいます。 
  
 事業者としては、労働安全衛生法第66条の遵守と、事業者における“安全配慮義務”を 
果たすため、健康診断を実施する義務があります。 
 
参考：＜労働契約法第5条＞ 
       使用者は、労働契約に伴い、労働者がその生命、身体等の安全を確保しつつ労働することができるよう、必要な配慮をする 
       ものとする。 

企業側の立場 

12 



従業員 
 

健診を受診する義務 
（労働安全衛生法第66条5項） 

 労働者は労働安全衛生法第66条5項に基づき、事業者が行う健康診断を受けなけれ
ばなりません。 
 また、労働者に対する努力義務として、“自己保健義務”があります。“自己保健義務”と
は、健康に働くことができるよう、自らの健康状態を注意し、自ら管理していくことです。 
  
 従業員が健康診断を受けることは、自分自身の健康状態をしっかり把握し、その職場で
自分は「健康に働くことができる」ということを示すことにもなることから、従業員は健康診断を
受診しなければならないのです。 

従業員側の立場 
何故従業員は健康診断を 
受けなければならない？ 

自己保健義務 自分自身の健康を守るための努力 

13 参考：＜労働安全衛生法第26条＞ 



健康診断実施率の向上に向けたナッジ理論の活用 

ナッジ理論とは 

 「ナッジ理論」の「ナッジ（nudge）」とは、「人を動かすために、肘でそっと突く（そっと後押
しする）」ことを意味します。 
 文章の内容や表示方法を工夫することで、人々の心理に働きかけ、行動を行動科学的に
変えていくことが「ナッジ理論」です。 

 健康診断のご案内 

 健康診断は自分の健康状態を知るために欠かせませ
ん。ぜひ健康診断を受診しましょう。 
 受診日が決まったらお知らせください。 
 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 
  

 健康診断のご案内 

  
 健康診断の実施日について、下記の日程の中から希望
日を選び、○をつけてください。他の日程を希望の場合は
11月20日（水）まで総務課へお知らせください。 
 
＜日程＞ 
    1. 令和元年12月13日（金） 
  

    2. 令和元年12月16日（月） 
  

    3. 令和元年12月18日（水） 
 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

 受診率が低い企業  受診率が高い企業 

健診の受診勧奨文におけるナッジ 

 健診の重要性を説くだけでは、受診に結びつかないケース
があります。受診に至らない“阻害要因”を取り除いてあげる
ことが重要です。 14 



ナッジを活用した受診勧奨 

健診が延ばし延ばしになってしまう事例 

健診は受けなければならない 

• 本人も健診の重要性を 

わかっている 

受診がついつい後回しに  

なってしまう 

• 他にもやることがあって  

今じゃなくてもいいと思って  

しまう 

健診の時期を逃してしまう 

• いつかいつかの繰り返しで

時期を逃す 

健診を受けなければならない 

• 本人も健診の重要性を 

わかっている 

受診がついつい後回しになっ

てしまう 

• 他にもやることがあって今

じゃなくてもいいと思って  

しまう 

指定時期どおりの受診 

• 受診の必要性を把握して

いる人へのちょっとした  

後押し 

時期指定 
健診の時期指定等、行動変化を  
もたらすナッジ（ちょっとした「つつき」）
を与えてあげる 

これらは健診に限ったことではありません。 
特定保健指導や要治療者への受診勧奨など、その必要性を理解している方への受診勧奨
は、あらかじめ時期や場所等を明確に示してあげることが有効です。 
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健診機関 
本人へ健診結果を

送達 

本人から会社が  

健診結果を受領 

健診機関 
会社へ健診結果を

送達 

会社から本人へ  

健診結果を通知 

健診機関 
本人へ健診結果を

送達 

本人から会社が  

健診結果を受け

取っていない 
× 

○ 

○ 

  早急に健診結果の把握方法を検討しなければなりません。 

 健診実施後は健診結果をきちんと把握しましょう 

 事業者が従業員の健診結果を把握する方法は以下の２つがあります。 
   ①健診機関から直接会社へ健診結果が送達 
   ②本人から会社へ健診結果の報告 

 労働安全衛生法に定める定期健康診断 

 生活習慣病予防健診                                                       
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平成30年度被保険者健診実施率 

平成30年度被扶養者健診実施率 

山形支部の健診受診率は全国１位です 
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 山形支部は被保険者の健診受診率（生活習慣病予防 
健診＋事業者健診データ提供分）及び被扶養者の特定 
健診受診率が全国１位の受診率です。 

H30年度健診受診率 山形支部 全国平均 

被保険者健診受診率 82.4％ 58.0％ 

被扶養者健診受診率 39.2％ 24.4％ 



３．特定保健指導の必要性 

 
 生活習慣病予防健診（特定健診）を受けた後に、メタボリックシンドロームのリスク数に応じ
て、生活習慣の改善が必要な方に保健師等により行われる保健指導のことです。 
 保健師は、公衆衛生学をマスターして国家資格を取得した健康管理の専門家です。健診結
果通知票の見方をはじめ、健診結果をもとに日頃の食生活や運動・その他健康に関する幅広
いご相談に応じております。 

 特定保健指導は、メタボリックシンドロームのリスク数に応じて、 
    
 
 
 
 の２つのコースがあります。 

特定保健指導とは 

二つのタイプの特定保健指導 

動機づけ支援 

積極的支援 

18 



特定保健指導は2つのコースでサポート 

健診結果より判定 

生活習慣病のリスクが 

 出始めています 

動機づけ支援 

生活習慣病のリスクが 

   高めです 

積極的支援 
電話または 

文書でサポート 
改善状況を 
伺います 

約3～6か月後 

改善状況を 
伺います 

約3か月後 

初回面談 

初回面談 

 特定保健指導を受けることにより、生活習慣が改められ
ることから、体重の減少が期待できます。 
 また、体重が減少することで、血糖・血圧・脂質の改善
につながります。 
 特定保健指導を実施することによって、生活習慣病の
リスク要因の減少を目指しましょう！ 

特定保健指導を受けた方の翌年の変化は以下のとおりです（※）。 

全ての数値において改善が見られました。 

体重 -1.06 kg 

腹囲 -1.24 cm 

血圧 -1.15／-0.75 mmHg 

血糖 -0.35 mg/dl 

中性脂肪 -21.95 mg/dl 

※血糖は空腹時血糖、血圧は（拡張期）／（収縮期） 
※積極的支援を受けた方の場合（中断除く） 

（※Ｈ25年度個別保健指導リスト・ 
Ｈ25-Ｈ26年度健診受診者リストより算出） 19 



 特定保健指導を従業員に受けていただくためには、特定保健指導で一体どんなことを実施しているのかを、 
まずは会社の担当者も把握しておく必要があります。特定保健指導の初回面談は、生活習慣のおたずねをし、
その方の生活習慣の問題点がどこにあるのかを見つけ出します。 

 特定保健指導を受けていただくために 
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 特定保健指導には、後日、勤務先で面談を受ける方法のほか、健診を受けた当日にその場（健診  
機関）で面談を受ける方法があります。 
  従業員が健診を受ける際は、当日特定保健指導が受けられる場合があることをお伝えください。 

特定保健指導は健診当日その場で実施することも可能です 

従来型の特定保健指導と当日特定保健指導の比較 

当
日
型 

特定保健指導 
のご案内 

（会社宛に送付） 

初回面談 
の実施 

（約30分） 

健診結果をもとに特定保健指導の該当者を
決定 

該当になられた方には健診機関のスタッフ
がご案内いたします 

従
来
型 

健診日 

健診日当日に該当者を決定 

特定保健指導のお声がけ 

初回面談の実施 

約2ヶ月後 約3ヶ月後 

初回面談実施後、生活習慣の改善 
について3～6ヶ月間継続して保健師 
や管理栄養士等が対象者をフォロー 

健診当日に特定保健 
指導まで実施！ 

健診機関で初回面談実施（約30分）  

・健診から特定保健指導実施まで 
 約３ヶ月かかります 
・健診後、改めて特定保健指導 
 の日程調整が必要です 

健診後、すぐにメタボの改善をスタート！ 

 健診当日に保健指導を行うことで、後日改めての日程調整が不要になりますので、本人のみならず、 
事業所にとっても大変便利です。また、健診後は健康への意識も高まっており効果的です。 
 ※健診当日特定保健指導は一部の健診機関で実施しています。詳細は受診されるご予定の健診機関にお問い合わせ下さい。 

利
便
性
向
上
！ 
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 健診日当日に一連の流れで実施することができるため、特に建設業や運輸業などの現場での作業が多い業種の方や 
日程調整が難しい方におすすめです。 

保健師 
のイラスト 

当日特定保健指導を利用する方が増加！ 

1,121 

3,265 

0

1,000

2,000

3,000

平成29年度 平成30年度 

平成30年度に特定保健指導を 

受けた方の約4割が当日型を 

選択しています！！ 

当日利用者数は前年度の約3倍に増加（被保険者分） 

（人） 

  

＜健診日当日に特定保健指導を受けた事業所担当者様からの声＞ 

 対象となった方に特定保健指導を受けるように勧めていますが、なかなか受けてもらえないことがあります。

また、仕事の都合で会社としても特定保健指導を受け入れができないこともありました。 

 今は、健診当日に、一連の流れで特定保健指導を実施することができるようになり、日程調整の手間が

省け、本人にとっても負担が少なく、特定保健指導を受ける社員が増えてきております。 
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機密性2 

“従業員＝会社の財産” 従業員の健康を守ります 

４０代、５０代の働き盛りの年代で年々増加してい
る生活習慣病。 
一人で生活習慣を変えることはとても難しいもの。 
専門的な立場から、対象者の皆様一人ひとりに 
合わせた目標を設定し、計画的に生活習慣を変えて
いきます！ 

二次検査のお声掛けも同時に実施いたします 

特定保健指導の対象者の中には、受診が必要 
な方も含まれております。 
面談のお時間をいただければ、専門的な立場で 
受診の必要性についてご説明させていただきます。  

通院にかかる時間や費用を節約できます 

生活習慣を改善し、リスクを少しでも減らすことが
できれば、通院の必要性が減少します。 
通院の費用がかからないのはもちろんのこと、通院
に要する時間も減らすことができます。 
つまり、会社の生産性の向上にもつながります。 

山形支部の健康保険料率に反映します 

・特定保健指導の実施率 
・特定保健指導対象者の減少率 
上記の数値などが他の都道府県よりも優れていれ
ば、インセンティブ（報奨金）が付与され、２年後
の保険料率の軽減につながります!! 

× 

特定保健指導は従業員の健康を守る大事な手段です 

“時間がなくて特定保健指導を受けられない”という方は、スマートフォンやパソコンを   
 使ってご希望の日程で「ＩＣＴ面談」もご利用いただけます。 

23 



Q＆A 
～お問い合わせいただくことの多い質問にお答えいたします～ 

Q 産業医やかかりつけ医から診察を受けているので必要ないのでは？ 

 産業医の役割は、健診結果をもとに就業できるかどうかを判断することです。 
 
 産業医の就業判定は、「通常勤務ができる」「就業制限が必要」「休業を要する」などの区分によって判断をします。検査
値をみて治療が必要な従業員に対し、病院に行くように指導することが役割となっています。 
 一方、特定保健指導は治療が必要になる前の段階で基準値を設定し、対象者を選定しております。言わば、生活習慣
を改善すれば、正常範囲内に戻すことができる方々とも言えます。 
 
 特定保健指導では、対象者の方の生活習慣を細かく聴き取りさせていただき、食事や運動面など、個人に合わせた改善
方法をご提案させていただくことで、生活習慣病の予防につなげます。 

A： 

仕事が忙しく、特定保健指導の時間が取れないのですが… 

特定保健指導の所要時間は「お一人３０分程度」です。 
従業員の方が病気で倒れることになったら、長期間にわたり、仕事ができない状態に陥ってしまいます。 
 
１年間の就労時間   
  1日8時間 × 一ヶ月（20日間） × 1年  ＝ 1,920 時間 
 

1,920時間のうち、たったの30分です！！ 
 

たった３０分で生活習慣を改善できる方がたくさんいらっしゃいます。 
 
      ※平日の17時～20時、土日の対応も可能です。 
       お仕事の都合に合わせて調整いたしますので、お気軽にお問合せください。  

A： 

Q 

～お問い合わせいただくことの多い質問にお答えいたします～ 

Q＆A 

24 



特定保健指導を受けるのは 
  ・「社員」のため 
  ・「社員の家族」のため 
  ・「会社」のため 

特定保健指導を受けない理由 

時間がない 

自覚症状がない 

本人が希望しない 

本当にこのまま放置していいの？ 

 健康リスクを放置することは、病気が重症化することを認めているようなもの。 

特定保健指導は、毎日忙しく仕事を頑張っていて健康について考える時間がない方が、
ほんの少しだけ、いったん立ち止まって自分自身の健康を見つめなおす機会です。 
 
特定保健指導の実施に向けて、是非「身近な方」からもお声掛けをお願いいたします。 

25 



 健診結果から会社におけるリスクの傾向を探ることができます。協会けんぽ山形支部では、  
「やまがた健康企業宣言」にご登録いただいている企業様の健診結果のデータを集計し、事業所
単位で健康度診断票を作成しています。（※健診受診者数10名以上の場合のみ） 

わが社は 
血糖・腹囲 
喫煙習慣 
に課題がありそうだ・・・ 

４．健診結果からみる職場の健康課題 

（１）血圧リスクを保有している方の割合

（２）血糖リスクを保有している方の割合

（３）脂質リスクを保有している方の割合

※順位は結果が良い場合に上位となります。

※背景が赤の項目は同業態平均よりもリスクが高い項目です。

※各リスクの定義（数値の基準等）は、６ページをご参照ください。

同業態における順位

貴　　社 8.7% 41.7%

38/193 138/201

27年度 28年度

28年度 29年度

27年度

同業態における順位 48/193 80/201 101/205

貴　　社 39.1% 45.8% 54.5%

27年度

77/205

同業態における順位

貴　　社

159/193 141/201 144/205

21.7% 16.7% 18.2%

29年度

29年度

22.7%

28年度

県内の同業態の平均 50.2% 51.2% 52.5%

県内の同業態の平均 11.1% 12.0% 12.6%

県内の同業態の平均 28.3% 30.1% 30.2%

3.健診結果の分析（被保険者）

39.1%
45.8%

54.5%

0%

20%

40%

60%

27年度 28年度 29年度

貴社 同業態平均

21.7%

16.7%
18.2%

0%

5%

10%

15%

20%

25%

27年度 28年度 29年度

貴社 同業態平均

8.7%

41.7%

22.7%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

27年度 28年度 29年度

貴社 同業態平均

（４）腹囲リスクを保有している方の割合

（５）喫煙習慣がある方の割合

（６）メタボリックリスクを保有している方の割合

※順位は結果が良い場合に上位となります。

※背景が赤の項目は同業態平均よりもリスクが高い項目です。

※各リスクの定義（数値の基準等）は、６ページをご参照ください。

県内の同業態の平均 13.7% 14.5% 15.1%

28年度

27年度 28年度

29年度

29年度

33.9%

42.5% 42.1% 41.9%

151/205

29年度

27年度

県内の同業態の平均

32.3% 32.9%

27年度 28年度

県内の同業態の平均

貴　　社

同業態における順位

8.7% 12.5% 13.6%

92/193 110/201 104/205

貴　　社 62.5% 57.7% 53.6%

同業態における順位 154/196 155/205 152/207

同業態における順位

貴　　社 43.5% 58.3% 50.0%

135/193 168/201

3.健診結果の分析（被保険者）

43.5%

58.3%
50.0%

0%

20%

40%

60%

80%

27年度 28年度 29年度

貴社 同業態平均

62.5%
57.7%

53.6%

0%

20%

40%

60%

80%

27年度 28年度 29年度

貴社 同業態平均

8.7%

12.5%
13.6%

0%

5%

10%

15%

20%

27年度 28年度 29年度

貴社 同業態平均

・自動販売機の中身を 
 変えられる？ 
・休憩時間に運動が 
 できない？ 
・禁煙外来の補助を 
 検討してみる？ 
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 様々な健康リスクへの取組み事例 

出典：経済産業省「健康経営優良法人取り組み事例集」 

“コミットメント”を用いたナッジ 
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 様々な健康リスクへの取組み事例 

出典：経済産業省「健康経営優良法人取り組み事例集」 
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５．健康経営優良法人の認定に向けて 
 健康経営優良法人認定制度とは、日本健康会議において、特に優良な健康経営を実践 
  

している企業を顕彰する制度です。優良な健康経営に取り組む法人を「見える化」することで、 
 

従業員や求職者、関係企業や金融機関などから「従業員の健康管理を経営的な視点で 
  

考え、戦略的に取り組んでいる法人」として社会的に評価を受けることができる環境を整備する 
 

ことを目的としています。 

＜中小規模法人部門の場合＞ 

健康経営 

優良法人 

やまがた 

健康企業 

宣言事業所 

中小企業 

 健康づくりに積極的な事業所であることを従業員や 
 取引先・求職者等にアピールできます。 

 認定企業はロゴマークを使用することができます。 

29 



機密性2 

健康経営優良法人認定企業（中小規模法人部門） 

「中小規模法人部門2019」認定事業所 （50音順 敬称略） 

相田建設株式会社（米沢市） オビサン株式会社（山形市） 株式会社主婦の店鶴岡店（鶴岡市） 株式会社ほけんショッププラス（米沢市） 

愛和建設株式会社（山形市） 仮設機材工業株式会社（酒田市） 有限会社菅原運送（鶴岡市） 株式会社マルナカ中村商店（山形市） 

株式会社アサヒ技研（朝日町） 加藤総業株式会社（酒田市） 株式会社スズプラ（長井市） 有限会社メディカほし薬局（新庄市） 

朝日金属工業株式会社（長井市） 株式会社カネト製作所（上山市） 株式会社千歳建設（山形市） 山形ガス株式会社（山形市） 

株式会社朝日相扶製作所（朝日町） 株式会社クリエイト礼文（山形市） ツルカンシステム株式会社（鶴岡市） 株式会社山形新聞社（山形市） 

株式会社あんしん情報館（南陽市） 黒澤建設工業株式会社（山形市） 東北医療機器株式会社（山形市） 株式会社山形丸魚（天童市） 

飯鉢工業株式会社（長井市） 弘栄設備工業株式会社（山形市） 株式会社東北エンジニアリングプラスチック（高畠町） 山形陸運株式会社（山形市） 

株式会社石井自動車整備工場（鶴岡市） 小松建設株式会社（山形市） 東北電化工業株式会社（山形市） 株式会社山口工務店（鶴岡市） 

株式会社いそのボデー（山形市） 株式会社佐藤組（鶴岡市） 株式会社東洋開発（酒田市） 株式会社ヤマコン（山形市） 

株式会社井上精工（米沢市） 株式会社サニックス（山形市） 日本刃物株式会社（米沢市） ヤマラク運輸株式会社（白鷹町） 

エイエスエムトランスポート株式会社（酒田市） 株式会社三陽製作所（南陽市） 藤井株式会社（山形市） 株式会社ユアシス（山形市） 

株式会社エクセルソフト（山形市） 株式会社ジェイ・サポート（山形市） 藤庄印刷株式会社（山形市） 株式会社ライフステーション（長井市） 

置賜建設株式会社（米沢市） シャープ事務機山形販売株式会社（山形市） 株式会社ブランチ（酒田市） 両羽自動車株式会社（酒田市） 

健康経営優良法人認定企業（大規模法人部門） 

「大規模法人部門2019」認定事業所 （敬称略） 

株式会社ジョインセレモニー（山形市） 
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山形県における2017年以降の認定事業所数推移 
                     （※協会けんぽ加入事業所の場合） 

東北６県における認定事業所数（2019） 
               （協会けんぽ＋健保組合等の合計） 

 ３回目となる健康経営優良法人2019では、認定を受けられた企業は全国で、大規模法
人部門に817法人、中小規模法人部門に2,501法人が認定されております。 
 その中でも、山形県における認定企業数は他県と比較して多く、本県においては健康経営に
積極的に取り組む企業が多いことがわかります。 

 健康経営優良法人認定事業所数 

31 



出典：経済産業省HPより 
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 項目ごとの具体的な適合事例 

受診勧奨の取り組み 

・受診勧奨のため、対象者に個人宛通知 
・がん検診等、任意検診に関する文書回覧などによる通知や費用補助 

定期健診受診率 

・やむを得ない理由がある者を除き、健診受診率が100％ 
・やむを得ない理由がある者を除き、健診受診率が95％以上で、 
未受診者には受診勧奨を行っている 

教育機会の設定 

・1年度に1回、健康をテーマとした研修の実施や、外部研修への参加 
・1か月に1回の頻度で、健康をテーマとした情報提供 

適切な働き方の実現 

・ノー残業デーの設定 
・有給休暇の取得を促進するための取組み 

コミュニケーションの促進 

・会社による費用補助がある忘年会等の実施 
・コミュニケーションの促進を目的としたイベント等の実施 

赤枠内4項目中2項目以上 

赤枠内4項目中1項目以上 
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 項目ごとの具体的な適合事例 

食生活の改善 

・自動販売機の飲料を無糖や低カロリーに変更 
・仕出し弁当の利用促進やカロリー情報の表示 

保健指導 

・特定保健指導時間の出勤認定 
・特定保健指導実施場所（会議室等）の提供 

運動機会の増進 

・ラジオ体操の実施 
・スポーツジム利用料の会社負担 

感染症予防 

・インフルエンザ予防接種の場所の提供・費用負担 
・アルコール消毒液の設置やマスクの配付 

・敷地内禁煙 
・屋外喫煙所の設置（屋内全面禁煙） 
・喫煙室の設置 

受動喫煙対策 

赤枠内7項目中3項目以上 
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何を目指している？ 

だれが主体？ 

６．会社の組織づくりの方法 
 健康経営を推進していく上では、健康経営を「“だれが”主体となるのか」、「“何を”目
指しているのか」、「“どのように”推進するか」を明確にすることは極めて重要です。 

健康経営がうまく浸透している企業に見られる実施主体者 

・事業主や役員等の経営管理者層 

・事業主等の指名に基づく健康づくり実践担当者 

事業主の理解が
極めて重要です 

健康づくりにより目指しているビジョンを明確に伝える 

会社としてどうありたいか 

従業員にどうあってほしいか 

 「病気の重症化による欠勤を防ぎたいから、健診後1か月以内に再検査に必ず行ってもらいたい」
などと、どのような健康づくりを行うのかを具体的に示す必要があります。 
 指示が明確であればあるほど、その指示に従ってもらいやすくなります。 

指示は明確で 
簡潔に 
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どのように推進？ 

年間計画表などのスケジュール管理を徹底 

・何をいつまで実施するのかをあらかじめ策定 

・スケジュールを組むことで、それは「約束」となり意識が高まります 

できそうなことから＝スモールチェンジを心がける 

・大きな変化は従業員にとっても「負担感」「拒絶感」を生みます 

・小さな変化を積み重ねて大きな変化を目指します 

難しいことは無理に全員を巻き込まなくていい 

・一律に全員禁煙では賛同を得られにくい 

・まずは賛同者から始めてみても構いません 

スケジューリングに
よる行動の促し 

小さな達成感の
積み重ねが重要 

いずれは大きく 
会社を巻き込む

取組みに 
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さいごに 

健康経営の推進のために一番大切なこと 

「健康は仕事をする上での土台」 
 

この当たり前のことを改めて、経営者として従業員に徹底させることが大事です。 

・会社を、従業員を守り抜くという事業主の思い 

・健康づくり担当者の熱意 
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